
２．戸別訪問の実施について

３．建築相談ステーションの設置について
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①地域行事での事業の周知・啓発 ②事例見学会の実施



町屋二・三・四丁目における不燃化特区の取組みの概要町屋二・三・四丁目における不燃化特区の取組みの概要 １．不燃化特区支援制度について
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「木密地域不燃化１０年プロジェクト」整備プログラムの概要「木密地域不燃化１０年プロジェクト」整備プログラムの概要
（事業期間：平成26年～平成32年度）（事業期間：平成26年～平成32年度）

支援① 老朽木造住宅を不燃化住宅に建替える場合

支援② 老朽木造建築物を除却する場合

支援③ 老朽建築物を除却した後の更地を適正管理する場合

１．不燃化特区支援制度の新設
老朽木造建築物の除却や不燃化住宅への建替えに対する支援制度を新設しました。

２ ． 戸 別 訪 問 の 実 施
主要生活道路沿道および、地区全域の老朽木造住宅について戸別訪問調査を行います。

３．建築相談ステーションの設置
住まいの建替え等の各種相談にお応えする「建築相談ステーション」を開設します。
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支援の対象となる主な条件

※上限額あり
※

●除却費用を全額助成

老朽木造住宅：主要構造部が木造（耐　　
火建築物及び準耐火建築物を除く）で、　
築15年以上経過した戸建て住宅
不燃化住宅：耐火建築物又は準耐火建　　
築物である戸建て住宅
いずれも助成対象者が居住の目的で使用

支援の対象となる主な条件 除却申込者
昭和56年5月31日以前に建築（荒川区に寄附できること）
主要構造部が木造（耐火建築物及び準耐火建築物を除く）
居住の目的として建築又は使用されたもの
荒川区が大地震等により倒壊等の恐れがあると判断したもの

建築物の所有者
借地の場合は
土地所有者の
承諾が必要

助成対象者
（以下のいずれも該当する者）
　老朽木造住宅の所有者
　不燃化住宅の建築主かつ所有者
　中小企業以外の企業者でないもの
　住民税等を滞納していないこと

※
●不燃化住宅の設計費及び工事

　監理費の４５％を助成
●建物の固定資産税・都市計画税を

　５年間 全額減免

●土地の固定資産税・都市計画税を

　５年間 ８割減免

支援の対象となる主な条件
防災上危険な老朽建築物であること
除却後の土地が適正に管理されていること

【
支
援
策
】

●老朽木造建築物を

　区が寄附を受け、除却工事を実施
　（土地は所有者が自由に活用・売却できます）
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】

【
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③②

主要生活道路
（優先整備路線）

消防活動が困難な区域
における６ｍ未満の道路
を「優先整備路線」に指
定し、用地買収・建物等の
補償を行いながら拡幅整
備を行っています。


